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2025年に楽観的な見通しを持てる理由

2024年の建設業界では好調なファンダメンタルズが際立った

しかし、業界には相応の課題が存在した

名目付加価値1 総生産高1

総建設支出2 建設業の雇用者数3

高金利 物価高騰 業績低迷4

2025年の見通しとして、楽観的になれる理由がいくつかある

短期金利は今後数年間で徐々に低下することが見
込まれ5、さまざまな業界の建設需要に影響を与える
可能性が高い

住宅ローン金利の低下により、需要が拡大して住宅建
設が活発化することも考えられる

政府投資は、製造業やエネルギーなどの分野の成長を
引き続き後押しする可能性がある5

人工知能（AI）や先端コンピューティング技術の導入
が進んでいるため、データセンターの建設も勢いを増す
見込みである

+12%

8.3M

+10%

$2T
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重要なポイント

業界展望2025年
エンジニアリング＆コンストラクション

拡大する人材ギャップの
解消に向けて、デジタル
ツールの統合強化など、
積極的なアプローチの
実施

大規模なデータセットと
AIを業務に組み入れるこ
とにより、「完全デジタル
ツイン」の実現に向けて
推進

大企業による利益率向
上および戦略的成長の推
進、中小企業によるマー
ケットシェアおよび収益の
拡大

2024年における政府
投資における恩恵と、
今後の政策動向への
高い関心

出所：デロイトによる分析
https://www2.deloitte.com/us/en/insights/research-centers/center-energy-industrials.html
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機敏かつ流動的な人材を育成するためにさまざまな戦略を適用
人材ミスマッチの解消 01

人材不足は引き続きE&C業界にとって重要な懸念事項である可能性が高い

建設業界は依然として、主に
潜在的な従業員を引きつける
ことの難しさに起因する深刻な
人材不足に取り組んでいる

2023年8月から2024年7月
までの業界の求人数は毎月
平均38万2,000件である6

企業が仕事における従来のスキ
ルとデジタルスキルの両方の

ギャップを埋めようとするなかで、
必要なスキルが変化している

インフラ分野で現在必要な
スキルの44%は、今後5年間で
変化していくと予想されている7

高齢化する人材と
若い世代の関心の低さが、
独特の課題を生み出している

2030年までに
職人の平均年齢は46歳になると

予測されている8

企業が検討出来る戦略

自動化とデジタルツール

AI対応の自動化ツールとデジタルツールを統合し
て、労働生産性を高め、若い人材を引きつけ、
年配の労働者の定着を支援する

キャリアアップ

ジョブローテーション、クロストレーニング、および
AR/VRといった体験学習ツールを通じて、クロス
スキリングと配置変換を奨励する

他業界からの採用

テック業界など他業界から転職してきた従業
員など、別の人材リソースを利用することも
できる

パートナーシップの構築

教育機関や政府をエコシステム形成にあたって
のパートナーシップと見立て、見習い制度やワー
クスタディプログラムを提供する
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進化するテクノロジー活用による継続的なバリューチェーン全体のE&C業務の変革

企業は、デジタルツールやAIを活用して能力やケイパビリティを向上させる

効率的な共通データ環境
（CDE）とISO 19650などの
基準の採用により精巧さが
増している9

ロボティクスと
自動化

企業は今後も、フィジカル
ツイン、オペレーショナルツイ
ン、インテリジェントツイン
（予測ツイン）で構成され
る「完全デジタルツイン」の
実現に向けて邁進し続ける
だろう

材料の自律搬送や精密
な溶接、レイアウトの計画、
危険な環境での遠隔操
作を行うロボットの導入が
進んでいる10

デジタル
ツイン

ビルディング
インフォメーション
モデリング（BIM）

ARやVR、生成AI（今後1～3年間）、さらに自律的な生成AIアプリケーションである
エージェンティックAIといった次世代の変革技術に投資する可能性が高い

02さらなるテクノロジーの統合
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2025年に向けて、企業
はデータを活用して分析
し、将来の設計やプロ
ジェクトデリバリーに関す
るより良い意思決定に
役立てる技術を検討す
る必要がある
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• ノンコア資産への資金提供
を制限するか売却すること
でポートフォリオを最適化

• 地理的拡大を最適化
• ランプサム契約から実費償
還型契約によるプロジェク
トへの移行を検討

価値創出へのアプローチ

大企業

プライベートエクイティ

中小企業

• マーケットシェアと収益の拡大を追求
• 大企業やPE投資家の関心を集める
• 新たな事業拡大の機会を探す

• 自社のポートフォリオだけでなく業
界でのポジション拡大を追求

• 建設技術や自動化に投資
• 太陽光発電技術、再生可能エ
ネルギー、クリーンエネルギー関連
の建設プロジェクトに投資

M&A案件

PE投資家
+ 140 億米ドル

事業拡大、業務および技術の強化に
重点をおいた112件のM&Aを完了

2023年
8月

380 億米ドル
業界全体

+200%
2024年

7月

財務面からの検討
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「戦略的な売却」「資本配分戦略」「プライベートエクイティの役割拡大」による成長促進
03
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政策環境の変化に直面しての機敏な対応
04

E&C業界は、政府投資
の恩恵を受け続けてい
る。例えば、IIJAが2021
年に法制化されて以来、
製造業の建設支出総
額は倍以上になった14

業界関係者は、今後もマクロ経済状況や、E&C業界に影響を与える可能性
のある政策変更を注視するとみられるが、その中には連邦政府の投資も含ま
れる

E&C企業は、鉄鋼やアルミニウムなどのさまざまな戦略的材料に対する最近の
関税率引き上げなど、コストと納期に大きな影響を与えうる通商政策の動向
を今後も注視することになるだろう

E&C企業は今後も数年間にわたり、政府のインセンティブや政策を活用するた
めに事業を調整していくと考えられる 15

産業政策
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2025年における成長機会を活かすための変化への対応

業界において、急速に進化する市場の需要を満たし、将来のために強固で熟練した人材を確保するためには、
高齢化する労働者に適応し、新しい技術を統合し、新たな従業員を引きつける魅力が必須となる。

BIM、デジタルツイン、ロボティクス、自動化などの広範な導入により、企業は生産性、安全性、リソース配分の
改善を実感できるだろう。

IIJAのような連邦政府のインフラ投資は、輸送、製造、公共施設などの非住宅分野のインフラプロジェクトに今
後も恩恵をもたらすことが見込まれる。

経済状況の変化は、2025年の建設業界を形作る上で極めて重要である。金利の低下とインフレ率の低下は、
プロジェクトの資金調達コストを低下させる可能性があり、官民双方の建設投資が促進される可能性が高い。

E&C業界のリーダーは、主だった意思決定を行う際には以下の事柄に注意を払う必要がある。

必要な人材の変化

技術の進歩

市場力学

政策環境の変化
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